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地域公共交通に関連する制度の変化

○鉄道事業、バス事業等の需給調整規制を廃止（Ｈ１０年代前半）

→ 路線の休廃止が容易化

○地域の実情等に応じた旅客輸送サービスの普及を促進

道路運送法の改正（Ｈ１８年）

→ コミュニティバス、乗合タクシー等の普及に資する規制の適正化

市町村バスやＮＰＯによるボランティア有償運送の制度化

○地域公共交通の活性化・再生を総合的・一体的・効率的に推進

地域公共交通活性化再生法の制定（Ｈ１９年）

→ 地域の関係者の協議を踏まえた市町村による計画づくりの制度化

○交通に関する施策を総合的・計画的に推進

交通政策基本法の制定（Ｈ２５年）

→ 基本理念（交通機能の確保・向上、環境負荷の低減、様々な交通手段の役割分担と連携、

関係者の連携・協働）、国・地方公共団体・事業者等の責務等を規定

○「コンパクト＋ネットワーク」を推進

地域公共交通活性化再生法の改正（Ｈ２６年）

→ まちづくりと一体となった持続可能な地域公共交通ネットワークの形成を促進
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【国】

・基本理念にのっとり、交通に関する施策を総合的

に策定・実施する責務

【地方公共団体】

・基本理念にのっとり、交通に関し、国との適切な

役割分担を踏まえて、その地方公共団体の区域

の自然的経済的社会的諸条件に応じた施策を

策定・実施する責務

【交通関連事業者及び交通施設管理者】

・基本理念の実現に重要な役割を有していることに

鑑み、その業務を適切に行うように努めるとともに

、国又は地方公共団体が実施する交通に関す

る施策に協力するよう努める

【国】

・情報の収集、整理、分析及び提供、研究開発の推

進、人材の養成及び資質の向上

【都道府県】

・広域的な見地から、必要があると認めるときは、市

町村と密接な連携を図りつつ主体的に地域公共交

通の活性化及び再生に取り組む

【市町村】

・主体的に地域公共交通の活性化及び再生に取り

組む

【公共交通事業者等】

・サービスの質の向上、地域公共交通の利用を容易に

するための情報の提供及びその充実

国、地方公共団体、事業者の役割

地域公共交通活性化再生法（第4条）交通政策基本法（第8,9,10条）
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第２章 基本方針、目標と講ずべき方策

基本的方針Ａ．豊かな国民生活に資する使いやすい交通の実現

全国的な少子高齢化、三大都市圏（とりわけ東京圏）への人口流入、クルマ社会の進展等の中

で、地域の生活の足の確保が大きな課題となっている。

このような中で、地域にとって最適な公共交通ネットワークの実現を強力に推進するためには、自治

体が中心となって、土地利用などの都市計画等と連携し、「小さな拠点」、コンパクトシティ、「連携中

枢都市圏」等の形成にも資するよう、交通ネットワークの再構築を図ることが不可欠である。

交通政策基本法に基づく交通政策基本計画（抜粋）

交通政策基本計画（平成27年２月13日閣議決定）
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第３章 施策の推進に当たって特に留意すべき事項

② 国、自治体、事業者、利用者、地域住民等の関係者が責務・役割を担いつつ連携・協働する

（趣旨）

専ら事業者が交通サービスを提供する時代から、住民・利用者も含め幅広い関係者が社会経済環境の変化に的確

に対応した交通のあり方を共に考え、支える時代へ転換する。

（進め方）

○サービス水準の見える化、事業者間・モード間・国内外等の比較、評価等を適切に実施するためには、その前提と

なる様々な交通に関する情報を関係者が共有し、効果的に活用することが必要である。

○このため、国などが保有する公共データについては積極的に公開するとともに、交通事業者が保有する交通に関する

様々なデータについても、可能な限り国民の利用に供することとすることが必要であり、関係者の理解と協力を得るた

めの取組を早急に進める。その際には、個人情報の保護など、データの活用のための環境整備や、サービス水準等

の客観的な把握などに向けた仕組みの構築についても併せて検討することとする。

○とりわけ、人口減少を背景とした地域公共交通ネットワークの再構築に当たっては、地域の自治体が中心となって、

交通事業者、利用者を含む住民、地元企業やNPO など、広範な関係者における協力と連携を図ることが欠かせ

ないところであり、地域公共交通再編に係る地元協議会の実効性確保等を促進することが重要である。

（以下略）

交通政策基本法に基づく交通政策基本計画（抜粋）
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